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平成20年度予算編成方針【説明資料】

・三つの方針

（職員能力の発揮・行財政改革・総合計画の推進)

・重点的な取組み（６つの重点分野)

Ⅰ．国内・地域の動向を踏まえた予算
Ⅱ．長期財政想定に基づく、計画的な財政運営
Ⅲ．総合計画スタートの年にふさわしい施策の選択・展開

○平成20年度市政運営に向けての考え方 2頁

○平成20年度 予算編成方針のポイント 3～10頁

「平成20年度市政運営に向けての考え方」

に基づいて、新年度予算を編成します。
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１．新年度市政運営の三つの方針

方針１ 職員能力の一層の発揮

方針２ 新しい行政運営手法の的確な運用と

行財政改革の推進
・行政経営計画の的確な運用

・行財政改革推進の継続

・地方財政健全化法への対応

方針３ 総合計画の着実な推進

２．新年度の重点的な取組み（（（（10頁頁頁頁））））

６つの重要課題を「選択と集中」により重点的に取り組む

○平成20年度市政運営に向けての考え方

市長以下全職員の能力を発揮し、
行政経営と行財政改革に心がけ、
総合計画の着実な推進に努めます。
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Ⅰ．国内・地域の動向を踏まえた予算

１．国の予算
公共事業費 ▲▲▲▲3％％％％、 一般行政経費 ▲▲▲▲3％％％％

２．地方交付税
交付税総額は ▲▲▲▲4.2％％％％
※地方の歳出を引き続き圧縮するとの考え方

３．県の予算
公共事業費 ▲▲▲▲15％％％％、 一般行政経費最大 ▲▲▲▲40％％％％

４．景気動向
地方の景気は横ばい、引き続き停滞

○平成20年度 予算編成方針のポイント

共通する基調 ： ・収入増は見込めない
・歳出は厳しく抑制する必要がある
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Ⅱ．長期財政想定に基づく、
計画的な財政運営

１１１１．．．．決算決算決算決算からからからから見見見見たたたた財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（5頁頁頁頁））））
～ 健全財政は概ね維持されている。更なる改革・改善に努めます。

・実質公債費比率 16.4％％％％ 【25％以上は借入が制限される】
・経常収支比率 87.7％％％％ 【90％以上で、国の管理】

２２２２．．．．財政面財政面財政面財政面からからからから見見見見たたたた合併効果合併効果合併効果合併効果（（（（6頁頁頁頁））））～ 合併団体合併団体合併団体合併団体はははは交付税配分交付税配分交付税配分交付税配分がががが多多多多いいいい。

・（合併しない）単独町村は、交付税・歳入総額とも減少傾向

・南相馬市は、合併以降ほぼ横ばいか増加傾向。

３３３３．．．．財政想定財政想定財政想定財政想定（（（（7頁頁頁頁））））
・健全財政維持の基調はほぼ保たれるものの、財政環境は数段厳しさを増している。

平成16年度対比 【合併前との比較】

平成10年度対比【10年前との比較】

平成16年度対比 【合併前との比較】

平成10年度対比【10年前との比較】

▲23.6％▲20.7％

+ 9.4％▲10.3％

▲0.7％▲4.4％

単独町村

＋16.9％+ 5.2％

南相馬市

普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額

健全な財政基盤のもと、計画
的な財政運営を行います。
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《決算》から見た財政状況（18年度決算）

61454,05054,664合計

1,0225,7046,726企業会計

6618,15518,221特別会計

▲ 47430,19129,717普通会計

差引増減平成17年度平成18年度

90％以上は国の改善計画87.1%87.7%経常収支比率

3～5％が適正範囲4.2%4.8%実質収支比率

25.0％以上は借入が制限15.8%16.4%実質公債費比率

標準財政規模の1.5倍（456千円）以内が目安434千円454千円１人当たり地方債残高

1に近く大きいほど良い0.67 0.67 財政力指数

備考平成17年度平成18年度

歳入決算規模 単位：百万円

主な財政指標など 南相馬市の指標は、国で定める「「「「適正基準内適正基準内適正基準内適正基準内」」」」です。
更なる改革・改善に努めます。

市民サービスが増え
ると予算規模も大きく
なります。

南相馬市は、合併
効果もあり547億円

の市民サービスを実
施できました。
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2　地方交付税の推移
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南相馬市

合併市計

単独町村計

火発分除く

《財政面》から見た合併効果
自治体間で地方交付税に大きな差

※ 上記の表は、平成１０年度を基準（１００）とした場合の推移です。
※ 地方交付税は、平成平成平成平成１５１５１５１５年度年度年度年度まではまではまではまでは、、、、すべてすべてすべてすべて同同同同じじじじ傾向傾向傾向傾向でででで推移推移推移推移しているがしているがしているがしているが、、、、南相馬市及南相馬市及南相馬市及南相馬市及びびびび合併市計合併市計合併市計合併市計はははは

ここここここここ数年上昇傾向数年上昇傾向数年上昇傾向数年上昇傾向にありますにありますにありますにあります。。。。一方単独町村計一方単独町村計一方単独町村計一方単独町村計はははは、、、、ここここここここ数年一般的数年一般的数年一般的数年一般的にににに減少傾向減少傾向減少傾向減少傾向であるであるであるである。。。。
平成１０年度と比較して、南相馬市は８％増加している。一方、合併市計では15％の減小で、単独

町村は、２３％の減少となっている。
※ 火発分を除く南相馬市は、合併市と同様に推移している。

南相馬市

平成10年度58億円

南相馬市

平成18年度63億円

合併市と合併しない単

独町村との差は８％
これを南相馬市の交付

税に換算すると5億円億円億円億円
であり、合併合併合併合併したことにしたことにしたことにしたことに
よりよりよりより増加増加増加増加したしたしたした。

※火力発電所影響分
南相馬市は、火力発電所の税収の

影響で近年交付税が大きく伸びていま
す。基礎的な傾向を見るため、火力発
電所がなかったものとして固定資産税
分を除いて推計した「火発分除く」は、
合併市と同傾向となっています。
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《財政想定・計画》（12月時点の概況）
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単年度実質収支 累積収支 基金残高

【収支と残高】

7,5147,6177,6877,6027,6028,0478,4718,3928,0467,6407,2356,9076,6966,3836,2446,1846,1846,2666,596基金残高

7928941,0191,0508801,3251,7481,9312,0161,7301,323841396286-200-419-538-456-126累積収支

-103-124-31170-445-424-183-85285408482445110486219119-82-330-457
単年度実質
収支

38年度37年度36年度35年度34年度33年度32年度31年度30年度29年度28年度27年度26年度25年度24年度23年度22年度21年度20年度

※実質収支＝単年度実質収支 累積収支＝平成18年度以降の累積収支

（単位：百万円）

基金残高基金残高基金残高基金残高

健全財政が維持できる基調は、
ほぼ保たれる見込みです。

しかし、国・県同様、財政環境は

数段厳しさを増しています。
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Ⅲ．新総合計画スタートの年にふさわしい
施策の選択・展開
総合計画の実施計画を基調とした予算を編成する

１．基本的なしくみ
○分権型合併を具現化するためのしくみを継続

・地域事業は区長専決区長専決区長専決区長専決
・配分財源枠に加え、自治区振興基金自治区振興基金自治区振興基金自治区振興基金を活用
・地域振興事業費枠地域振興事業費枠地域振興事業費枠地域振興事業費枠を別途加算【2年目 合計1億円】

○合併効果を発揮するため、一体化・一元化を促進する
・一元管理・調整が望ましい経費については、一元化を進める

２．予算要求基準（（（（9頁頁頁頁））））

○各種シーリングを設定し、計画的・公平な予算を編成する。

３．重点配分（（（（10頁頁頁頁））））

○予算は、特に６６６６つの重点分野を優先する

ともにつくるともにつくるともにつくるともにつくる、、、、活力活力活力活力にににに満満満満ちたちたちたちた 安心安心安心安心でででで潤潤潤潤いのあるいのあるいのあるいのある南相馬南相馬南相馬南相馬
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予算要求基準

� 予算要求に当たってのシーリング及び配分額

＊シーリングとは「天井」の意味であり、前年度予算に対して、

記載の割合の限度限度限度限度をををを示示示示しししし、、、、そのそのそのその範囲内範囲内範囲内範囲内でででで要求要求要求要求をををを行行行行うううう予算予算予算予算ののののルールルールルールルールです。

（114） 〃（小高区）

2,347 〃▲10％管理事業

570 〃▲10％地域事業

（114） 〃（鹿島区）

（342） 〃（原町区）

2,820百万円▲10％本庁事業

所要額▲15％投資的経費

配分額シーリング

厳しい財政環境ですので、国県と同様に
シーリングシーリングシーリングシーリング（（（（限度額限度額限度額限度額））））をををを設定設定設定設定し、計画的に
予算編成します。
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６つの重点分野

①常磐自動車道開通に向けた対応

②雇用創出・産業振興に向けた対応

③人口減少・少子高齢化への対応

④市民生活の安全・安心への対応

⑤合併理念・目的及び一体化への早期実現に
向けた対応

⑥各部(区)等における特色にある“目玉事業”

6つの分野を当面する重点課題と位置付け、

「選択と集中」により重点的に取組みます。


